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平成 18 年 5 月、人口減少・超高齢化社会に対応した

新たなまちづくりへの転換と中心市街地の再生を図る

ことを目的として、建築基準法、都市計画法、中心市街

地活性化法等が改正されました。 

 これに伴い、郊外への大規模集客施設の立地規制の本

格的な導入、用途を緩和する地区計画制度の創設、公共

公益施設を開発許可等の対象とする等の開発許可制度

の見直し等が行われます。 

本書は、一連の改正法の成立に伴い、具体的な建築基

準法・都市計画法・中心市街地活性化法等の改正概要と

国交省住宅局関係の中心市街地活性化に対する支援策

について、建築基準法の改正部分に係るＱ＆Ａを含めて

わかりやすくまとめた解説書です。 

建築物等の設計・施工、都市開発事業（デベロッパー）

並びに地方公共団体やＮＰＯなどでまちづくり等の関

係業務に携わられる方々におかれましてはぜひご活用

下さいますようご案内申し上げます。 


